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全労済（全国労働者共済生活協同組合連合会 代表理事理事長：中世古廣司）は、昨年に引き続き、「公益社

団法人 国土緑化推進機構」の実施する「緑の募金」使途限定募金～東日本大震災復興事業への寄付

を決定し、2013 年 12 月 16 日（月）に全労済会館において 1,100 万円を贈呈いたしました。 
 

全労済の「社会貢献付エコ住宅専用火災共済」は、毎年の決算状況に応じて全労済が選定した環境

活動団体へ寄付を実施しています。今回の 2013 年 5 月末の契約実績にもとづく寄付は、東日本大震

災に伴う甚大な被害を考慮し、環境活動と合わせ被災地支援として東日本大震災復興事業を行ってい

る「公益社団法人 国土緑化推進機構」を寄付先として選定しました。 

 

■寄付対象団体について 

  「公益社団法人 国土緑化推進機構」は、国土緑化運動を推進することにより、森林資源の造成、

国土の保全及び水資源のかん養並びに生活環境の緑化をはかり、もって心豊かな国民生活の実現、

日本の文化的発展、さらには地球環境の保全に寄与すること及び国際貢献を目的としています。 

 「緑の募金」使途限定募金は、東日本大震災復興事業として、被災地における防災林等の森林整

備、居住地域や学校周辺の緑化及び間伐材等による「組手什（くでじゅう）※」の寄贈に繋がる募

金を実施しています。（※プライバシー保護のための間仕切りや収納棚などを簡単に組み立てることができるキット。） 

  【参考】「緑の募金」ホームページ http://www.green.or.jp/midori_bokin/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

全労済は、「共済生活協同組合」という助け合いの生協です。全労済の理念「みんなでたすけあい、豊

かで安心できる社会づくり」の実現のため、今後も積極的に地域社会に貢献してまいります。 
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＜本件に関する問い合わせ先＞ 全労済 経営企画部 政策・広報室 広報課 
  TEL: 03－3299－0157 ／ Email: koho@zenrosai.coop 

東日本大震災復興支援に向けた「緑の募金」に 1,100 万円を贈呈 

～「社会貢献付エコ住宅専用火災共済」の実績にもとづき寄付しました～ 

（左）国土緑化推進機構 谷福丸副理事長 
（右）全労済 中世古廣司理事長 

国土緑化推進機構の活動風景 



 

豊かな自然を次の世代に引き継ぐために 

全労済が提案する環境活動です。 
 

全労済の「社会貢献付エコ住宅専用火災共済」は、オール電化住宅などのエコ住宅専用の住宅保障

プランです。地球環境にやさしいエコ住宅に居住しながら、住宅の保障とともに環境に貢献すること

ができる、社会に役立つ生活協同組合らしい共済商品です。 

2008 年 1 月から取り扱いを開始しており、2013 年 5 月末の契約件数は 36,550 件となっています。

共済に加入することで、住まいの保障とともに地球環境への貢献につながるという特長を組合員の皆

さまに共感いただき、環境意識の高まりとともに、契約件数が年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

地球環境に貢献する社会貢献付エコ住宅専用火災共済のしくみ

対象となるエコ住宅 

（次のいずれかのエコ設備を設

置し使用している住宅） 

○オール電化住宅の電気設備 

○自然冷媒ヒートポンプ式電気

給湯器（例：エコキュート） 

○太陽光発電システム 

○ガスコージェネレーションシ

ステム（例：エコウィル） 

○潜熱回収型給湯器（例：エコジ

ョーズ） 

 

（設備に関するご不明な点はお

近くの全労済までお問い合わせ

ください。） 

「社会貢献付エコ住宅専用火災共済」実績（件数）
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